第38回幹事会
第1号議案・経過報告と2012年国民春闘方針
Ⅰ．秋年末闘争を中心とした2011年10月の大会以降の経過報告
はじめに
（１）県労会議は台風の影響で当初予定していた日程で大会を開くことができず、2011年10月9日に第23回定期大会を開きました。3月11日以降の震災や福島第1原発事故に絡んだ運動の到達点を踏まえ、労働組合運動が国民の苦難解決に正面から取り組み、雇用と暮らしの問題解決のエネルギーとしてきたことが総括され、これらの課題が県労運動のこれからの柱として位置づけられることも確認されました。
１）公務員の確定交渉や民間の年末一時金をめぐる闘いでは、賃金削減を大企業の利益確保の手法として、震災復興を口実に強行しようとする政府の策謀を打ち破る闘いが秋闘の中で展開されました。
人事院勧告では政府が憲法違反を承知で一方的に公務員賃金削減を打ち出す中で、人事院が制度遵守を主張しながら毅然として勧告を出したことは評価されます。連合が労使一体の賃金抑制路線を推進するなかでも人事院勧告が与えた民間への影響は無視できないものでした。
２）菅政権に代わって野田首相が9月2日に誕生しました。この内閣は菅政権ができなかった構造改革路線を露骨に推し進める内閣として、民主勢力が市民団体や保守層と共同した闘いを発展させる契機となりました。とりわけTPP問題では農協や医師会、漁協、また国会議員の350人以上が反対署名に賛同し、全国道府県の43議会が反対或いは慎重審議を求めるなど国民的反対運動が組織される中で、野田首相は一方的にAPECを前に交渉参加を決めました。岡山県労会議はこうした情勢を踏まえて、県内での共同闘争を重視する立場から、TPP参加に反対する共同行動実行委員会を立ち上げて、県内11の団体に共同行動を申し入れ、医師会、歯科医師会、県漁連との懇談通じて、共同行動には至らなかったもののTPPの危険性を共有しました。11月9日に共同行動として取り組まれた昼休み集会とデモ行進では130人が参加し、JA岡山からも激励のメッセージが届くなど運動の前進を見ました。野田政権はTPPだけでなく、構造改革を強引に進める内閣として、震災・原発事故などの復興計画も財界の利益を代弁する内閣として、これを警戒し批判する県民世論を高めていく必要があります。

１．賃金闘争
（１）公務員の賃金削減に反対する闘い
公務員賃金の削減は財政悪化のつけを公務員に押し付けるものであり、賃金削減は６２５万人に直接影響し、１割カットでＧＤＰ（国内総生産）が３兆円減少すると労働総研は試算をしています。
　東日本大震災の復興・復旧では、被災地のハローワークが２ヵ月で１年分の仕事をしたとされ、地方整備局の職員が震災から４日間で１５の道路を開通させたこと、仙台空港の管制を２２時間で復旧させたことなど、国家公務員の不眠不休の仕事ぶりが発揮されました。国家公務員の賃金は人事院勧告を受けて決めるというルールがあるにもかかわらず、それに基づかない法律での賃下げは許されません。
　国家公務員の賃金削減は、民間や地方公務員にも波及し、経済をさらに悪化させます。復興財源確保のために賃金削減をすることは、震災を口実とするものであり道理はありません。また、公務員賃金削減は、住民サービス切り捨てと一体のものであり、国民への攻撃であることも明らかです。
　同特例法案は、人事院勧告（平均0.23％引き下げ）を見送り、国家公務員の給与を３年にわたって平均7.8％引き下げるものです。人勧の見送りが実施されれば1982年以来、29年ぶりとなり、労働者国民の生活の大きな影響を与えます。
　人事院による給与勧告は、憲法で保障された労働基本権の制約に対する代償措置です。82年度の人勧見送りを合憲とした最高裁判決は、その根拠として単年度限りの見送りとしており、過去の判例は根拠とはなりません。公務員給与の引き下げは2012年春の通常国会でも引き続き闘う課題です。
　また、３月１１日の東日本大震災で自らも被災する中で住民の暮らしを守るために、不休で努力している現地と全国からの支援をしている公務員に対して「公務員バッシング」ができない状況になりました。しかし、意図的としか思えない公務員宿舎の建設問題や消費税引き上げ等の露払いとして再び公務員攻撃が強まり、確定の闘いでも地方公務員の闘いに影響しました。
１）県国公と公務共闘の運動

①国公労連は、国家公務員給与引き下げ特例法案（平均7.8％削減）が憲法違反として撤回を求めて闘っています。岡山県公務共闘と県労会議は11月14日、駅前宣伝を行った後、県国公は9名の組合員が４班に分かれ、岡山県内で国の出先機関のある１４の市や町議会及び岡山県内から選出されている12名の国会議員に対して要請行動を行いました。
②公務共闘は11月13日、岡山県人事院会に対して国に準じた安易な勧告を行わないように申し入れましたが、県はあくまで民間賃金調査に基づいて官民格差があれば必要な勧告を行うとしました。
２）自治労連の確定闘争

自治労連各単組の賃金確定交渉は、岡山市職労が１１日に、井原市職労は１４日、倉敷、笠岡、高梁、新見、玉野の各市職労と岡山市職労嘱託職員協議会は１８日に統一交渉を行いました。また、浅口市職労は２５日に行いました。
  今年の交渉の特徴は、①国の人事院勧告がマイナス０．２３％、一時金据え置きなど公務員労働者の生活実態を無視した不当な勧告が行われたこと。②政府はこの人勧さえ実施を見送り、最大１０％の賃金、一時金１０％カットを行う給与臨時特例法案の成立を目指す閣議決定を行ったこと。③地方自治体には国の方針に従うよう指導を強めるとともに、従わない場合は交付税カットを行うと脅しをかけていること。④岡山県はプラス０．１８％、岡山市はマイナス０．１３％の人事委員会勧告が出され、国・県・岡山市の状況が違う中で決断が迫られたこと等です。
　結果は以下の通りとなりました。

	　単　組　名
	　基本賃金
	  　　手当
	      一時金

	　岡　山
	△０．０３％、
	　地域手当△０，１％
	  ２．０５ヶ月


	　倉敷、笠岡、高梁
　玉野、浅口、井原
	△０．２３％

	
	  ２．０５ヶ月


	  新　見
	△０．２３％
	　住居手当新築５年廃止
	  ２．０５ヶ月


２）高教組の確定闘争
県教育委員会（以下、県）の回答は0.18％の給与表改定（一律800円アップ）として、賃金アップと同時に4月に遡っての支給となりました。年末一時金では県は0.05カ月のアップでしたが、県は11年12月に限って0.025カ月アップと回答し、合わせてプラス0.075カ月の上積みとなり、勤勉手当の0.7カ月との合計で2.125カ月となりました。また、通勤手当は上限を2000円引き上げて6万2千円としました。
３）民間の年末一時金獲得と労働条件改善の闘い
①県医労連は医療経営の厳しさを反映して軒並み昨年実績を下回りました。
11月30日現在6単組の平均で、正規職員の年末一時金は単純平均で1.61ヵ月（マイナス0.111カ月）、一律部分はプラス1万円となりました。（別表）
②国労の秋年末一時金交渉は原発事故や台風の影響で日本貨物鉄道は収益源となり、昨年を0.05カ月減とする1.57カ月の回答となりました。
③JMIUは昨年実績を超えたものの、業態の差によって業績の回復に差が生じ、光軽金属が2.2ヵ月、明治機械が1.15ヵ月、富士鋼業が1.0ヵ月となりました。
④生協労組おかやまは1.35ヵ月と昨年を上回ることはできませんでした。
⑤山陽新聞労組は賃金表改定に伴う年間臨時給与の約束が守られてないとして、交渉を続けており未だに一時金が支給されていません。

２．憲法改悪阻止、平和を守る闘い
（１）憲法・安保・核兵器のない世界をなど宣伝・署名行動
１）憲法・核兵器廃絶の運動では毎月6日（岡山県原水協）、9日（憲法改悪反対県共同センター）中心に昼休み宣伝を継続しています。国連軍縮総会週間となった10月28日には、国連軍縮週間記念宣伝署名行動が取り組まれました。昼休みの12時15分から岡山市内の「アリスの広場」でおこなった行動には県労会議、自治労連、生協労組、人権連、新婦人、民医連、平和委員会、事務局から総勢17人が参加し買い物客や昼休みの労働者にチラシを配り「核兵器全面禁止のアピール」署名を訴えました。

　署名では「私は被爆三世です」といって署名する女性や「頑張ってください」と5000円のカンパを差し出す男性もいて参加者は大変励まされました。40分あまりの行動でしたが署名が４２筆よせられました。
２）安保条約破棄・普天間基地など撤去の活動、日本平和大会など
①安保宣伝では普天間基地撤去を求める署名に区切りを付け、沖縄東村の高江ヘリパッド建設に反対する署名に取り組み、毎月23日を中心に昼休み宣伝を行っています。
②岡山県では3月2日と9月26日に米軍機が低空飛行を行い、3月は県北津山市の民家の土蔵を崩壊させ、9月は県南の病院や保育園の上空を飛び交うなど、無法な低空飛行に県民の驚きと問い合わせが県庁に殺到しました。安保破棄諸要求貫徹岡山県実行委員会と平和委員会、県革新懇、県労会議の4団体は、10月4日共同で岡山県に対して、無法な米軍機の低空飛行を止めさせ、3月の民家崩壊に米軍が責任を取ることを求めるよう岡山県に申し入れました。また、10月17日には安保破棄実行委員会として、低空飛行問題で学習会を開きました。
③平和大会（11月24日～26日in沖縄）を前に、県実行委員会は11月12日に県北奈義町の町議会議員・森藤政憲さんを招き学習会を開きました。学習会には13人が参加して、奈義町の米軍施設（自衛隊駐屯基地）の施設使用の実態や課題について聞きました。
④平和大会では全体集会に1300人、岡山県から23人が参加をしました。大会初日には開催地沖縄県を代表して琉球大学名誉教授・矢ヶ崎克馬さんが、「沖縄では米軍基地移設問題、オスプレイ配備の問題が民意を無視する形で行われようとしている。沖縄で平和大会が開催されることは、アメリカいいなりの政府に対して主権者である国民の強大な民意を示すことになります」と力強く挨拶しました。岡山県代表団は津山平和委員会・葛原智さんが、米軍戦闘機が津山市上空を低空飛行し、民家に被害があったことへの謝罪と保障を日本政府、米軍に求めていると発言しました。また、青年集会では岡山県の低空飛行の実態について岡山からの代表が発言しました。
３．最低賃金の引き上げなど働くルールの確立や雇用を守る闘い
（１）最賃闘争

１）最賃審議会への働きかけ

2011年7月11日第436回岡山地方最賃審議会が開かれ、パート・臨時労組連絡会を中心に2回の審議を傍聴しました。以降の審議は傍聴不可となりました。この過程で、すでに最賃審議会の審議会委員改選が2月に行われていることが分かり、結果として審議会委員推薦の機会を逃しました。労働局賃金室に経過の説明を求めましたが、「公示はしている」との返事で、これまで毎月、公示の有無について、電話での問い合わせを継続してきたにも関わらず事前に把握することができませんでした。また、賃金室の対応は後退しており、審議会の傍聴日程も屋外掲示板にはなく、賃金室前に掲示されており、屋外掲示版で公示するよう求めるとともに、対応改善を求める要請を11月30日に行いました。

最賃審議委員会へは大幅な最賃の引き上げを求める意見書を提出しました。

専門部会委員への濵ふきよ候補の推薦を7月25日に行いました。

8月29日に答申が出されましたが、異議申し立てと専門部委員推薦除外に対する不服審査請求を8月31日に提出するなど最後まで引き上げの努力を続けました。この改定で、意見書提出に伴い最賃体験を資料として添付しました。専門部会の委員は今回も除外されました。

2011年の答申額は9月14日をもって確定したとして、2円を上げて最賃額を685円とする答申となりました。この最賃額は10月27日より効力されました。
２）最賃宣伝

2011年1月19日を皮切りに、9月14日まで（8月は2回）毎月宣伝・署名行動を重ね宣伝活動を行ってきた結果、街頭宣伝署名活動で集めた最賃署名数は430筆となりました。

３）労働局最賃審議会と賃金室の対応についての要請

岡山県労会議は労働局賃金室が公示の有無や掲示物などについて、問い合わせをしない限り公開されない問題について、その不当性について11月30日に改善を申し入れました。申し入れの結果、賃金室は連絡などの便宜は図らないがホームページでの公開を約束しました。また、最賃額と生活保護との整合性では、H20年度（最賃額670円）の計算だとしながらも月額99,794円となり、若年者の生活保護費98,091円と比較して上回っているとしました。しかし、この計算では労働時間を173.8時間／月、生活保護の住居費も不当に安く見積もられているなど、計算が実態を反映していないことが明らかとなりました。
４）最賃体験

　5月13日に30名が参加をしてスタート集会を開きました。今年は障岡連（障害者の生活と権利を守る岡山県連絡協議会）の吉野正一さんを講師に障害者の生活と最賃引き上げ運動の重要性を認識する機会を得ました。

吉野さんは、「健常者のみなさんが抱えている苦難を解決することが、私たち障害者の苦難を解決することになります」とし、集会参加者を激励しました。

6月18日には交流集会後に最賃体験（生協労組では24人が体験）報告会を開き、16人が参加しました。
（２）雇用確保の運動と県就職連の活動

１）県就職連は10月27日（県教育指導課）、11月15日（岡山労働局）、11月24日（県労働政策課）へ要請行動を行い、新規高卒者の未就職者を生まないことや就職のために支援、就職差別が起こらないように申し入れを行いました。全体として内定率の厳しさに変わりはなく、県や労働局の改善点も努力は分かるが、県民の目から見れば、不十分としかいえません。具体的な事例を示して改善を求めました。
（３）ブラジル人など派遣会社への指導と法遵守を求める労働局への要請行動
岡山地域労組は９月27日、アサゴエ工業に派遣されているブラジル人などを人権と労災事故に対する法的な届け義務を守らせるよう労働局に申し入れました。労災隠しなどの実態や人権無視の対応は外国人労働者に対する差別的処遇であると具体例を示して改善を求めました。労働局は訴えがあれば対応するとして、説明を受けた事例は法以前の問題だとの認識を示しました。
４．社会保障、増税、教育など国民・県民共同の運動
（１）社会保障推進協議会の取り組み

１）岡山県社会保障推進協議会の全県キャラバン

県社保協は、10月17日から21日までの5日間に県下27自治体を訪問する「社会保障の充実を求める全県キャラバン」を行いました。
　このキャラバンは国保や生活保護、介護などに関する課題を掲げ、国の社会保障改悪の攻撃に反対し、自治体が住民の暮らしといのちを守るために積極的な施策をとるよう要請したものです。今回のキャラバンでは特に国保問題と来年から予定されている介護保険の「総合事業」について実施しないよう重点的に要請しました。

国保の課題では、高すぎる保険料の根本原因が、国が80年代から国庫補助を削減してきたことにあるとの共通の認識をもちましたが、それを国が「国保の広域化」で「解決」しようとしていることに対して、少なからぬ自治体が「期待」を持って「動向を注視」していることが明らかになりました。社保協のメンバーが、国保が広域化されれば保険料（税）の高いところに統一されること、誰もが責任を負わない体制になることなどを指摘しましたが、「広域化」によって、あまりにも逼迫した国保財政の運営から逃れられるかのような幻想をいだいている担当者の姿がみられました。また、国保料の滞納者への資格証明書の発行（11年6月1日現在、4378件）について、社会保障の一環としての制度である以上は資格証明書の発行は行わないよう要請しても、「悪質滞納者」には「発行やむなし」との態度をとる自治体も多くみられました。

また、来年からはじまる介護保険の総合事業は現在のところ「実施する予定はない」と、ほとんどの自治体が回答を寄せました。岡山県労会議は10月19日を担当日として、吉備中央町、高梁市、新見市を訪問しました。
２）子ども子育て新システムに反対する共同行動
　10月23日、子ども子育て新システムに反対する岡山県実行委員会（県労会議を含む）は、県総合福祉会館で274人が参加して集会を開きパレードを行いました。パレード終了後は岡山駅前で2グループに分かれて署名と宣伝を行いました。

集会では明星大学の垣内国光さんが3.11の震災を通して見えてきた保育園の役割を自らの体験に基づいて話しました。これまでにも保育を福祉から外して、市場原理に任せようとする制度が提案されてきたが、子ども子育て新システムに反対する勢力が圧倒しているとして、運動をさらに盛り上げて廃案に追い込もうと参加者を激励しました。

岡山駅前で行われた署名行動では30分で371筆の署名を集めることができました。

　県労会議は地域主権改革に反対する立場から子ども子育て新システムには反対する宣伝や署名活動を行ってきましたが、今回は県内の保育団体と共同して取り組み、運動を支えました。

（２）消費税増税反対の取り組み

　各界連絡会に結集しながら宣伝行動に参加してきました。しかし、事務局からの連絡が徹底しないために参加者が限られています。消費税増税反対の署名は通行人の反応も良く、宣伝の構えを充分にとり訴えればさらに大きな成果を得られる可能性があります。連絡を取りながら行動を成功させる必要があります。
（３）TPP参加に反対する取り組み

野田首相が11月12日から始まるAPECを前にTPP参加を表明すると発表した事を受け、県労会議はTPPに反対する共同行動実行委員会を立ち上げ、11月9日、TPP参加に反対する昼休み集会とデモ行進に取り組みました。参加者は130人となり、昼休み行動としてはこれまでにない取り組みとなりました。マスコミも取材に来るなど大きな盛り上がりを見せました。共同行動実行委員会はこの集会・パレードに先立ち、県内11の団体（医師会、JA岡山、漁業協同組合、県歯科医師会、看護協会、森林組合、建設組合、県生協連、中小企業中央会、県商工会議所連合会、県森林組合）などに共同行動を申し入れました。その内、懇談ができた団体が4団体となり、JA岡山からは連帯のメッセージが届きました。
（４）障害者の人権を守る運動
11月30日、障害のある人も、ない人も一歩一歩力を合わせて、共に暮らしやすい地域社会の実現を目指すフォーラムが開催され90人が参加しました。講師の増田一世さん（総合福祉部会委員・社団法人やどかりの里常務理事）が障害者基本法改正の動きと総合福祉部会の検討の過程について話しました。
増田一世さんは、「訴訟運動があったから今の局面があり、みんなが声を上げて法律をつくること。それは政権交代では成しえなかった」と、障害者問題に関する草の根運動の成果だと話しました。その上で、障害者総合福祉法には6つのポイントがあり、①障害のない市民との平等と公平②谷間や空間の解消③格差の是正④放置できない社会問題の解決⑤本人のニーズに合った支援サービス⑥安定した予算の確保だと話しました。障害者は1000万人、家族を含めると4000万人も対象者がいるとされ、政府は障害者支援のための財源がないと言うが、日本の障害者施策は国際的に水準が低く、障害者福祉の分野で50年遅れており、国際水準に追いつくこと必要ですと話しました。
現在日本の障害者福祉制度は抜け穴だらけであり、一般の最低賃金は障害者には適用されず非常に低い賃金で働いています。また、在宅で介護をしている家族が高齢化し経済的に厳しいなか止む無く施設に入るという社会問題も発生しています。このような現状に障害者本人と家族は我慢することを強いられており、障害者雇用促進法を見直し、雇用の質の確保、必要な支援を認定する仕組みの創設、雇用率や納付金制度の見直しが必要になっています。
（５）各種研究集会の取り組み

１）自治労連は2012年3月18日（日）に開催する第10回岡山県地方自治研究集会に向けて実行委員会を結成しました。県労会議も実行委員会に参加して集会成功に貢献します。
２）人権連は2012年2月4日（土）に岡山県地域人権問題研究集会を開きます。実行委員会が結成されて憲法に基づいた人権の確立をテーマに議論が始まっています。県労会議は労働と人権の分科会を担当し、レポートの報告と司会を担当します。

３）岡山県の教育問題を論議し、課題解決をめざす教育研究集会の実行委員会が12月20日に結成されました。集会の名称を『子育て・教育につどい2012』とし、2012年5月20日に岡山市の西川原プラザで開催されることになりました。おかやま教育文化センターが事務局を担当します。県労会議は実行委員会に参加し集会成功のために取り組みます。
（６）いのちと健康・労働安全衛生の取り組み

１）岡山県労災職業病・過労死センターは１２月１７日に総会を開き、化学物質過敏症や労働時間認定に関わる労災裁判について学習し、40人が参加しました。背景には2011年岡山で化学物質過敏症労災認定や認定基準以下の労働時間の労災認定訴訟で勝訴したことで、その経験を学ぶ学習会を並行して開きました。

２）じん肺・アスベストをなくす取り組み

　2011年10月6日、恒例となったじん肺キャラバンが行われ、中国ブロックとして建交労が中心となり、岡山県、労働局、農政局への要請と懇談を行いました。

（７）原発ゼロをめざす行動
　9月11日、原発ゼロをめざす共同行動実行委員会は700人の参加で集会とデモ行進を成功させ、その後、毎月11日には学習講演会を継続しながら12月11日には高知県梼原町（自然エネルギーのモデル自治体）に16人が参加をして視察・調査活動を行いました。

　継続した運動組織をイレブンアクション岡山として、3月11日の震災祈念日には1000万アクション岡山の団体との共同行動をめざします。

５．組織拡大・強化の取り組み
（１）女性部

12月19日、11年度第1回会議が開かれました。情報交流を基本に情勢を確認して、女性の権利を中心に春の宣伝行動が確認されました。2012年1月8日の成人式（岡山市）にパンフレットを配布しました。
（２）青年部
１）10.23全国青年集会が東京で開催され全国から4300人が参加しました。岡山からは18人が参加しましたが、県労青年部からは1名の参加となりました。最低賃金や非正規労働、派遣切りなど青年の置かれている状況がリアルに語られ交流しました。

２）青年部は準備会として、毎月学習や懇談を重ねています。高教組や自治労連からの代表参加を要請していましたが、自治労連からは参加を得て討論に幅が広がりました。準備会のメンバーが核となって正式な発足に向けて交流を重ねています。

（３）パート・臨時労組連絡会

パート・臨時労組連絡会は12月3日に第11回総会を開き、沢山美果子さん（岡山大学・清心女子大非常勤講師）を招き「生きることとジェンダー」と題して記念講演が行われました。また、11月30日に労働局に公平公正な対応を求めても申し入れを行い、これまで、問い合わせなければ分からなかった公示掲示物がホームページで分かるようになりました。
（４）争議組合支援の活動
１）ブラジル人派遣労働者の人権侵害と闘う地域労組の支援を継続しています。
２）山陽交通労組の山上均さんの解雇撤回に向けて、公正裁判を求める署名を継続。

３）日本航空の乗務員とパイロットの整理解雇の裁判闘争を支援して街頭宣伝に取り組んでいます。
６．平和・民主・革新県政をめざす取り組み

（１）民主県政をつくるみんなの会の取り組み

１）2012年の知事選挙に向けて、民主県政をつくるみんなの会の活動を本格始動させ、候補者選考委員会、組織財政委員会、政策委員会などの議論をはじめ、幹事会や代表者会議などを継続して、政策パンフ（県政レポートNO，１）を作成しました。
７．労働相談

（１）労働相談活動と全労連のホットラインの取り組み

労働相談は12月末で年間446件の相談を受け付け、その受け皿となっている地域労組は

（　　）件の会社と団体交渉を行いました。
Ⅱ．2012年春闘方針
【2012年春闘スローガン】
良質な雇用と社会保障の確立、賃上げによるに内需中心の経済社会、震災復興と原発ゼロの安心社会の実現を
１．国内情勢

（１）世界が動き始めた99％のための社会の運動
2011年9月、カナダの活動家団体が、1％の富裕者が優遇される社会への抗議の行動として呼びかけた「ウォール街占拠」運動は、貧困、格差に苦しむ人々の心をとらえ、世界に広がっています。アメリカ大統領をはじめ、世界の指導者の一部からも支持が表明され、行動の目標も行きすぎた投機行動への規制強化要求へと向かい始めています。

　日本では景気後退の中でも大企業の内部留保は増加を続け、リーマンショック後も内部留保（資本金10億円以上）は2008年の241兆円から2010年には266兆円へと25兆円も増やしています。一方で労働者の賃金は1997年をピークに下がり続けており、国際比較でも日本だけが賃下げとなり、貧困率を高める結果となっています。こうした結果、日本の貧困率を高め、勤労世代（20歳～64歳）の単身女性の貧困率は32％（国立社会保障・人口問題研究所分析）となりました。貧困者全体（貧困線114万円）の57％が女性という恐るべき実態が明らかとなっています。厚生労働省は11月5日に生活保護者が205万人に達したことを報道するなど、大企業の貯め込みが日本経済を停滞させ、国民全体の生活に悪影響を与えていることが分かります。非正規労働者の比率は男性20.1%、女性54.%となり、最近では製造大企業の大規模なリストラによる失業が目立ち、日本経済はさらに深刻化しています。
野田首相は国民の苦難をよそに、構造改革回帰に一直線に進もうとしています。税と社会保障の一体改革、TPP参加、休止中の原発稼働の推進、沖縄辺野古への米軍基地建設に積極的に動いています。震災復興財源の確保を理由に、今後15年間で所得税・住民税の増税は11．2兆円、法人税は12兆円も減税しようとしています。これでは法人税減税のための庶民増税です。復興の妨げとなる庶民増税や税と社会保障の一体改革を許さない取り組みと同時に、賃金改善の闘いを一体のものとして進める必要があります。
12月11日、国連気象変動枠組み条約第17回締約国会議（COP１７）は終了を2日間延長して、温室効果ガス削減に関して、2012年末で第1約束期間が切れる京都議定書を継続し、20年以降の包括的な枠組みを検討する作業部会を１2年の前半に設置することを確認しました。ところが日本政府は新協定合意の道筋を示さずに京都議定書第2約束期間への不参加を重ねて表明し、COP１７での交渉前進を妨害しました。この立場は「京都議定書の対象範囲が狭いから日本が抜けて、もっと狭くして無力化する」という道理のないもので、「日本の一部大企業の利益増進のためには温暖化対策は邪魔だ」という経団連の立場を代弁するものです。
　このような民主党・野田内閣に対する国民の批判は日増しに高まり、12月（読売新聞）の調査では不支持率（44%）が支持率（42%）を上回りました。
（２）世界同時不況の再発さえ懸念されるEUの金融不安

　ギリシャの財政破たんの懸念が強まるもとで、銀行破たんを契機とする金融不安と成果同時不況の懸念が高まっています。

　その状況が、比較安定通貨としての円への投機につながり、1ドル70円台の相場が長期化し、対ユーロを含めた円の「全面高」状況になっています。こうした状況下で輸出大企業は、生産拠点の海外進出と政府へのTPP参加などの自由貿易促進の圧力を高めています。パナソニックが、早々に国内生産を縮小して中国に生産拠点を移すことを決定するなど、製造業の海外進出の動きは再び強まっています。

　また、帝国データバンクの調査では、2011年の円高関連倒産（製造業）は37件で、前年のペースを上回っています。
円高そのものは90年代以降の外需依存の日本経済の構造に起因しています。しかし財界は、その構造には手をつけず、円高を口実に、人件費削減や下請け単価の引き下げ、税・社会保障負担の軽減や規制緩和要求などを一層露骨で全面的に強めており、労働者・国民との矛盾をさらに激化させています。

（３）雇用にも影響する東日本大震災復興の遅れや福島原発事故

　東日本大震災からの被災地復興の遅れや福島原発事故による放射能被害の広がりが、企業倒産や雇用不安を拡大させています。帝国データバンクの調査では、震災から半年の9月11日時点で、震災関連倒産は337件で95年の阪神淡路大震災時の2.7倍のペースとなっています。本格復興のための3次補正が遅れ、福島原発事故の影響がガレキ処理などにも影響し、復興利権に群がる大手ゼネコンなどの動きが強まるもとで、被災地域での事業者の倒産増も懸念されています。このような中で、ガレキ処理での適正単価確保を求める建交労などの取り組みが前進し始めています。

　被災地の雇用状況は好転せず、被災3県での就職件数は、6月までで47,000件、6月時点の失業手当受給者は77,000件という状況です。このような深刻な雇用状況もあって、政府は、失業給付支給の特例措置を90日間延長しました。

（４）労働者要求の障害となることが明確になった野田内閣

　民主党・野田政権は、発足直後から増税や社会保険負担増、年金給付削減やTPP参加など、労働者・国民いじめの施策に舵を切りました。

政府が国会に提出しようとしている2011年度第3次補正では、復興財源確保を口実に所得税、住民税、たばこ税に復興財源目的の「付加税」をかけ、現状に比して9兆円の増税負担を求めています。一方で、大企業などには現状より2%程度の減税を行おうという露骨な内容です。野田政権は、これにとどまらず、社会保障と税の一体改革の内容として消費税率を10％に引き上げることも強行しようとしている。

　社会保障改悪でも、年金給付額を数年で2.5%引き下げることや給付開始年齢の引き上げ、短時間勤務労働者への社会保険適用拡大、医療費本人負担増や介護保険料引き上げ、保育の民間化など全面的な攻撃を検討し始めています。

　なお、明らかになった厚生労働省の2012年度概算要求では、介護職員の処遇改善特例交付金の継続、医療・介護等の診療報酬改定などの措置の決定は先送りされています。
野田政権は、TPP参加や日中韓FTA交渉などに前のめりでありながら、労働者保護や国内産業育成、EUで先行している金融取引税などの投機規制というTPPの負の側面への対策には全く無関心であり、「アジアの活力を取り込む」としつつも詳細を明らかにしようとしません。さらに、点検休止中の原発再稼働にいち早く言及し、沖縄・名護市への新基地建設を迫るアメリカの要請には従順な姿勢を示しています。加えて、増税を口実にした議員定数や比例定数削減などの選挙制度改悪、国の地方出先機関の地方移譲など、民主主義軽視や公務公共サービス切り捨てなど財界の要求には積極的に動いています。

（５）「成長神話」に固執し、攻撃を激化させる財界

　経団連は8月30日に、財界の「春闘方針」を論議する経営労働政策委員会の第1回会議を開催しています。この場で、米倉会長は、「行き過ぎた円高、税・社会保険料負担の重さ、ＴＰＰへの取り組みの遅れ、労働規制強化の動きなどに加え、震災による電力供給の制約も新たな課題として重くのしかかっている」とし、「企業の成長を通じた経済成長こそが雇用を生み、国民の生活を豊かにするということへの理解を求めるとともに、企業を取り巻く環境がいかに厳しくなっているかという実態を広く国民に伝える必要がある」と述べています。

　「企業が成長すればいずれは労働者の生活も良くなる」という「破たんした成長神話」にしがみつき、大企業への富の偏在をさらに進めようという強欲な要求です。一方で財界は、企業利益を貯め込む一方で、「国際競争力に勝つ体力」を口実に賃金への分配を拒み続けています。むしろ、労働者派遣法の規制強化を許さない方向で民主党への圧力を強め、2012年春闘に向けても総人件費抑制やコスト削減攻撃を強め、賃金改善要求を投げ捨てて「賃金構造維持」を主張する大企業労組を取り込んで春闘解体につき進んでいます。

　なお、経団連が9月20日に政府に出した「規制改革要望」では、裁量労働や派遣労働等に関する範囲や手続きの見直しなどを求めており、リーマンショックを契機に進み始めた労働者派遣法改正などの制度改善への撒きかえしを強めて、国会会期末ギリギリになって労働者派遣法の登録派遣や製造業派遣の禁止という現行法案（大穴と言われる）の原則さえ取り払おうとしましたが、反対世論に押されてゴリ押しすることはできず、継続審議（12月9日）となりました。

（６）パート労働法改正などの提出が想定される2012年の国会
　パート労働者の待遇を抜本的に改善するには、パート労働法などを抜本改正し、①均等待遇原則を義務づけ、「同じ仕事には同じ賃金」「働きに見合った賃金」を実現する、②一時金や退職金、諸手当における差別をなくす、③慶弔休暇をはじめとする労働条件や福利厚生・研修などでの差別をなくす、④正社員への転換を希望するパート労働者については正社員化する、⑤有期雇用契約は有期契約にしなくてはならない合理的理由がある場合に限定し、パートであっても定年まで安定して働けるようにする、⑥有給休暇など当然の権利が行使しやすく、パワハラ・セクハラなどのない働きやすい職場をつくること、などが必要です。 2012年の国会ではこうした状況を踏まえた改正案が出されると考えられますが、不十分な改正にさせない取り組みが求められています。
２．岡山県の経済・雇用情勢の特徴
（１）岡山経済研究所は岡山県民の消費の実態・意識を探る目的で、半年ごとに「消費についてのアンケート調査」（調査機関8月9日～8月10日、512人対象、男女同数）を実施していますが、調査結果は震災を契機に、消費生活に満足している人が54.3％、不満は45.7％と5年ぶりに逆転したと意識の変化を示しました。また、最近の収入は半年前と「変わらない」が半数を占めています。
　最近の消費支出では3期連続で「増加」超ながら前回を下回っています。節電は6割超が取り組むとしています。一方で1年間の景気の動向は震災の影響が薄れ、持ち直しの傾向にあり、全体として景況感の改善が進んでいるとしつつも円高や、海外景気などのリスクに懸念を表しています。
　岡山県の輸出額は前年同期比13.2％増で5,773億円、輸入も16.6％と増加を示しています。人口は0.28％減で193万人、設備投資は前年度比21.2％増（7月1日現在）と3年ぶりの上昇を見ました。

　年末の一時金は前年度比4.3％として正社員の平均予定支給額は48万2千円、3年ぶりに支給予定企業の80％を超えたとしています。

　岡山県の財政は回復に兆しを見せ、2011年度は6億円のプラスと試算されているが2020年までの収支見通しは、10年間で52億円の財源不足とされています。
（２）岡山労働局は2012年3月新規学校卒業者（2011年10月現在）の就職内定状況を発表しました。高等学校は、求人数が3,601人で前年同月比14.5％増加、求人倍率は0.99倍、就職内定率は69.2％（前年同期比4.7％増）としました。大学等は就職内定率41.9％（前年同期比0.6％増、男子43.4％、女子40.8％）と依然として厳しく、短大では25.3％（女子のみ）で前年を5.8ポイント下回っています。高校の専門学校では就職内定率（男子のみ）が96.3％と0.6ポイント上回り、女子就労の厳しさを著しています。
10月の有効求人倍率は0.96倍となり、緩やかな回復傾向を示していますが、若者の就労は依然と厳しい状況です。
　長引く不況の中で中国地方の経済は国際競争力の激化や長期化する超円高を呼び水とする拠点再編や大量失職が相次いでいます。全国に届けられた大量雇用届け出（企業が30人以上の失職を計画した時、各県の労働局に出す数字）によると、2011年1月～11月までの数字は岡山県が2809人であり、その内非正規労働者の雇止めは1071人であり38％という高い数字です。非正規労働者は6月～10月までは解雇者の届け出はゼロという数字が物語っている通り、非正規労働者が雇用の調整弁になっていることを示しています。厚生労働省が2011年12月の非正規労働者の雇止めの状況を報告していますが、その数は30事業所で2,588人（派遣560人、契約1,133人、請負187人、その他708人）となっており、昨年の動向から判断すると1月にピークを迎えます。
３．闘いの基本方向
（１）雇用の安定と社会保障充実による「福祉国家」をめざし制度要求の実現を
１）最低賃金引き上げの闘い

①最低賃金に連動する生活保護基準に引き下げを許さず、社会保障制度の充実を求めて運動を強化します。最低賃金の引き上げでは2012年の引き上げに向けて非正規労働者を前面に、正規労働者の力を結集することが必要です。最低賃金を685円から早期に800円、平均で1000円に引き上げる広範な世論の結集が必要になっています。震災を理由にした雇用確保と最賃に引き上げは矛盾するものではなく、むしろ最賃を引き上げることで、生活の安定と景気の底上げを可能となり、経済の健全な循環が図られることをアピールする必要があります
②2012年6月2日～3日、第20回非正規で働く仲間の全国交流集会が岡山市で開催されます。地元県として集会の成功と非正規労働者の運動発展のために200名の参加を追求します。また、県内の職場にも働きかけ大きな集会となるよう奮闘します。

２）労働者派遣法の抜本改正と有期雇用規制強化を

　大企業は更なる利潤追求のための規制緩和を求めています。第180通常国会では労働者派遣法の改悪案が上程される危険性を含んでいます。労働者派遣に許されるのは一時的・臨時的な労働であり、固定化するような派遣は絶対に認められません。労働者派遣法の抜本改正に向けた運動を強化する必要があります。また、有期雇用の規制強化を求め安心して働ける条件をつくっていく必要があります。
３）「パート労働法」改正などによる「同一労働同一賃金」の制度規制へ

　パート・臨時労組連絡会の活動を発展させ、パート労働者の権利拡大に向けた運動を強化します。雇用形態や性による不合理な差別賃金の解消をめざし、労働基準法や労働契約法、「パート労働法」などに均等待遇原則の明記、「同じ仕事には同じ賃金」の制度規制を追求する運動に結集します。
４）公共サービス切り捨て、公務リストラの「地域主権改革」に反対する運動強化へ

①通常国会で成立した地域主権改革一括法案にもとづく交付金給付処理や条例改定の動きが進むなか、次期通常国会には国の出先機関を地方移管する法案提出が目論まれ、独立行政法人の廃止、統廃合も課題となっています。

②民主党政権は、国家公務員の賃金を7.8％引き下げる法案を国会に提出し、人事院勧告の不実施も決定して、「人件費20％削減」の公約達成をめざしています。東日本大震災復興財源確保も口実に、行革リストラの一段の強化をねらっており、2012年通常国会では、行政サービス提供にかかわる国の責任を大幅に後退させ、「小さな政府」をめざす重大法案の提出が相次ぐことが予想され、予断を許さない状況です。

③大震災から９ヵ月が経過し、長期にわたる公務員削減の結果、復興事業を進める体制にも影響が出ているもとで、人件費削減、行政経費削減を強行しようとすることに、国民生活軽視の野田政権の姿勢が表れています。なお、政府が義務教育費国庫負担金などを通じて、地方公務員の賃下げ圧力等を強めていることや、行革リストラの一方で公務員の労働基本権回復の法案を提出していることなど、公務員労働者の労働条件決定システムをめぐっても新たな動きがあることは、2012年春闘を闘ううえでの大きな変化であり、公務員バッシングの下でも国民の関心に合わせた運動の構築が求められています。
５）医療、介護保険、保育制度改悪に反対する運動の強化

①税と社会保障の一体改革の反対する運動を組織します。
政府は社会保障を充実させるために消費税を引き上げると言ってきました。ところが野田内閣になって、消費税の引き上げと同時に社会保障制度に引き下げ（年金引き下げ・医療・介護保険の負担増など）を強行しようとしています。マスコミの宣伝効果もあり、国民は1000兆円もの公債の償還や社会保障制度の維持のためには消費税増税はやむを得ないとする声が広がり、国民の40％は賛成とされています。しかし、消費税が逆進性の高い税制であると同時に、消費税を上げれば景気に大きな影響を与え、日本経済が壊滅的な状況に陥ることを知らしていく必要があります。同時に、財源をどうするのか？大企業の内部留保の社会への還元や高額所得者への減税制度を改めること、政党助成金や軍事費を削減する世論を大きくしていく必要があります。何よりも国民の所得を増やして税収を上げて行く政治を実現しようと呼び掛けて行くことこそ重要です。県社会保障推進協議会の運動に結集しながら宣伝活動を強化します。
②保育制度の改悪は「子ども子育て新システム」として進められています。県労会議は県内の保育団体と共同して、反対運動を展開してきました。2011年12月9日には岡山県保育団体連絡協議会、自治労連岡山県本部との3者合同の要望書を岡山市に提出しました。保育水準の向上はもとより、新システムもとづく制度ではなく現行制度を守って充実するよう求めていきます。

６）最低保障年金制度など低所得者に対する生活保障拡充の取り組み

最低保障年金を憲法25条の生存権保障のための所得保障と位置づけ、最低賃金・生活保護と並ぶべきものです。そのためには、保険料納付を前提としない仕組みが必要であり、最低保障年金制度実現のための二つの条件が必要です。
その一つは、現に存在する膨大な数の無年金・低年金者から適用する制度にすることです。無年金・低年金者を放置して、非正規雇用が増大している世代のまともな最低保障年金は保障されません。もう一つは、最低保障年金の財源を消費税増税に求めないことです。消費税は、生活費に課税し税の応能負担原則を否定するだけでなく、課税転嫁困難な中小企業・中小業者を苦しめる反面、輸出企業には莫大な還付金をもたらす税制です。社会保障財源に最もふさわしくない税制です。

しかし、野田政権になってからの年金制度に対する姿勢は、最低年金制度をつくるとした民主党政権の公約を覆し、支給開始年齢の更なる引き下げや物価上昇に見合った金額にするとして2.5％の引き下げを提案するなど、制度の改悪をねらわれています。
７）教育無償化子どもの貧困化など子どもの教育権や環境を守る運動の強化

　民主党は自民党との連携のためとして、民主党政権になってからまともな政策として国民から歓迎された高校授業料の無償制度見直しを議論の対象にするとしています。社会保障制度の後退も含めて、これらの政策は大企業の減税のためであり、聖域とされる政党助成金や軍事費の予算を削減できないために持ち出された議論にほかなりません。子どもの貧困化や教育環境を守るための財源を確保して、日本の未来に希望の持てる社会の実現のために私たちが声を上げる必要があります。県高教組と一体となって教育制度を良くする運動に取り組みます。
８）大企業・金持ち優遇税制、消費税増税に反対する取り組み

春闘の賃上げ要求と並行して、大企業の内部留保を社会に還元させる制度要求を実現することが重要になっています。大企業は10年以上、儲けを賃金に回すのではなく、配当と貯め込みで史上最高の利益を貯め込んでいます。内需拡大のためには大企業の内部留保を国内産業に投資することや労働者国民の懐を温める政策に転換させることが重要です。2012年春闘では消費税の増税に反対する運動を強化して、金持ち優遇税制を改めるなど、応能負担による税制に改めさせる世論喚起に奮闘します。
９）日本航空の整理解雇を許さない闘いへ

日本航空にパイロット・客室乗務員の解雇を撤回させる裁判は、2011年12月19日にパイロット原告団の裁判が結審しました。2012年3月29日が判決予定です。2010年の年末になって145名のベテラン労働者を不当にも整理解雇するなど、日本航空の経営姿勢は空の安全を軽視するもので許されるものではありません。県労会議は節目とされる裁判で、岡山市内での宣伝・署名活動を行い、支援を継続してきました。カンパや支援をする会への入会など労働者の権利擁護を訴えてきました。春闘では判決に合わせた宣伝を強化します。
（２）憲法改悪や日米安保体制強化を許さず、核兵器の廃絶など平和と民主主義の運動

１）憲法改悪反対岡山県共同センターの取り組み

毎月9日を中心に宣伝・署名活動を継続します。衆議院・参議院の比例代表定数削減や憲法審査会の始動を許さない宣伝と合わせて、憲法をくらしに役立てようと訴え続けます。
また、共同センターとしての憲法学習にも取り組みます。
２）安保条約破棄諸要求貫徹岡山県実行委員会の活動

①沖縄普天間基地の辺野古移設や高江のヘリパッド建設反対など、安保条約の危険な側面を知らせると同時に、日本の主権が侵されている事実を具体的に知らせます。動的防衛力としての自衛力の強化が日米安保と同時に日本の経済を圧迫し、震災の復興を遅らせていることなども具体的に追求します。2012年は県北日本原での共同演習も懸念されます。
岩国市では1月29日に市長選挙が闘われました。「住民投票を力に豊かな岩国をめざす会」（略称：岩国の会）からこれまで住民運動の中心で奮闘されてきた吉岡光則さんが立候補しました。県安保の事務局団体としても応援に力を入れます。（1月8日、8名参加）
②1月22日には兵庫県伊丹市EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(こ),昆)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(やいけ),陽池)公園で自衛隊中部方面隊総監部の日米共同指揮所演習に反対する集会が開かれました。日本政府は、昨年「新防衛計画の大綱」を決定し、アメリカの軍事戦略（ＱＤＲ２０１０）に基づき、中国を仮想敵国に見立てた「動的防衛力」の整備を急いでいます。馬毛島への米軍艦載機訓練場の建設、与那国島への自衛隊配備などEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(とうしょ),島嶼)防衛体制を強めています。さらに、米軍と自衛隊の共同訓練が東日本震災での「トモダチ作戦」を典型として常態化されています。1月22日兵庫県伊丹市で「ヤマサクラ61」という日米共同作戦が展開されます。現地では安保実行委員会が中心となってこの作戦行動に反対する「ストップ！ヤマサクラ６１大集会」が開かれました。（岡山から2名参加）
「ヤマサクラ６１」では、国名こそ仮名ですが、中国・北朝鮮連合軍と判明できる国が、日本海側から侵略して、金沢市と米子市に上陸した侵略部隊が、大阪を支配しようとしている状態を想定しています。そうしたシナリオで、米陸軍と陸上自衛隊のコンピューターネットワークとシミュレーションを使用した共同図上演習を1月31日から2月5日まで伊丹駐屯地内にテントを張り実施するものです。

　アメリカの在韓国第８軍が統合任務部隊司令部として、陸（５万人以上）・海（２００隻以上）・空と特殊部隊で編成する米軍も協力し、迎え撃つと言う内容です。日米は武力攻撃に備えて有事計画を策定し、日本政府は周辺事態を宣言し、米軍と自衛隊が共同して戦闘を行い、迎撃し侵略軍が撤退した後も、治安・安定化と民事への権限付与まで行うというシナリオです。しかし、「防衛大綱」でも「大規模着上陸侵攻等のわが国の存立を脅かすような本格的な侵略事態が生起する可能性は低い」と述べているとおり、非現実的で奇想天外なシナリオです。日本国憲法の下では、日米共同での他国への軍事行動は禁じられています。ですから、「日本への侵略」と言う設定での日米共同演習となっています。　　

アメリカの軍隊は、紛争地などに全世界で活動・移動しています。日本の自衛隊と共同で訓練することは、今後のアメリカの戦略にとって、非常に有益な協力関係が得ることを目的としています。将来の自衛隊の海外派兵も企み、その準備とも言えるものです。

　「ヤマサクラ６１」は、中国・北朝鮮の脅威をあおり、軍事的緊張関係を高めることになります。平和的な外交で、資源開発や領土問題を解決しようとしているＡＳＥＡＮの動きにも逆行するものです。反対運動は憲法９条を守り、自衛隊の海外派兵をやめさせることにもつながります。日米安保をめぐる情勢は激しく動いています。学習会の組織などで後継者づくりにも力を入れます。
③1月14日（土）には2010年11月24日～27日に沖縄で開催された日本平和大会を受けて、実行委員会として報告会を企画しました。この会には（　　）人が参加しましたが、今後も集会などの報告会を行いながら、参加者が平和運動に自主的に参加する運動を計画します。

３）原水爆禁止の運動と岡山県原水協への結集

岡山県原水協は毎月6日を基本に宣伝行動を行っていますが、県労会議は宣伝車の貸し出しと同時に、宣伝要員も組織して奮闘してきました。原発事故とも重なり、原水爆禁止の運動は原発ゼロをめざす運動と一体に取り組まれています。更なる結集と、3.1ビキニデーへの結集、7月の平和行進、8月の世界大会の成功に向けて、県原水協に結集します。
（３）要求実現の取り組みを職場と地域から

１）地域から原発ゼロをめざす運動を
　原発をなくす運動は地域の組織との共同行動をめざします。3月11日の震災復興を祈念するつどいでは、12月に結成されたイレブンアクション岡山の事務局として共同行動に全力を上げます。現在、子ども未来・愛ネットワークが中心となって共同した取り組みが準備されています。原発のない岡山では、つくらせなかった歴史があります。2月には社民党岡山連合の福島幹事長を講師に40年前の鹿久居島への原発誘致反対運動を学びます。
２）地域の統一行動で要求実現を

2012年春闘では統一した行動を重視する立場から、税と社会保障の一体改革やTPPなどの学習会の組織と同時に集会やアピール行動に取り組みます。通常国会に予定されているさまざまな改悪案に反対する県民世論の先頭に立ちます。
2月10日の中央行動に呼応した地方での宣伝行動を展開します。消費税増税に反対する早朝の宣伝行動に加えて、宣伝カーによる終日宣伝を行います。

３）最賃運動をすべての職場から地域の要求へ

　最賃引き上げの運動は非正規の運動として見られる傾向があります。非正規労働者が急増する中で正規労働者の賃金も押さえられています。実際には最賃が引き上げられる中で非正規労働者の実質賃金が上がっており、一丸となってこの問題に取り組む必要があります。早い段階から署名運動にも取り組み県民世論を結集します。地域労連での宣伝を追求します。
（４）地域総行動や地域宣伝行動を通じて、目に見え音が聞こえる春闘に

１）2月22日地域総行動

2月22日の地域総行動では一斉の早朝宣伝をはじめ、宣伝車の終日運行、企業・自治体への要請行動、午前午後の署名宣伝行動や昼休みデモに取り組みます。午前は原発ゼロを求める署名、午後はTPPに反対する署名に取り組むなど、市民団体と共同した運動を追求します。
２）3月の春闘要求の回答引き引き出し統一行動日
①3月15日の全国統一行動日に合わせた回答引きだし行動では、賃金をベースに公務員賃金の引き下げ反対、民間賃金と最賃の引き上げを要求、年金改悪反対、税と社会保障制度の一体改悪に反対するなど、国民世論と結合した運動を構築します。具体的には早朝抗議集会への激励行動や署名宣伝行動（午前は最賃署名、午後は社会保障の拡充を求める署名）に取り組み、昼休みデモを行います。
②4月段階では全労連の全国統一行動日（13日）の合わせた宣伝行動・地域デモを展開して野田政権がもくろむ制度改悪に反対する世論の総結集をはかります。

３）ディーセントワークの運動

人間らしい働きがいのある仕事（ディーセントワーク）を実現する運動は言葉の定着と同時に、非正規の労働者が急増していることも合わせて、最賃や労働者派遣法などの改悪をもくろむ政府と財界のねらいを明らかにしていく必要があります。ディ―セントワークの幅広い意味を雇用に関わるあらゆる側面から検証しながら宣伝・署名に取り組みます。毎月18日を基本に宣伝します。
（５）県知事選挙や国政選挙で労働者の要求前進を
　野田内閣は次期政権の奪取したい自民党公明党の抵抗に遭い、思うように財界と米国の要求を実現できずに立ち止まっています。普天間基地問題、原発、TPP、消費税などどれをとっても自民党が賛成すれば国会を通過することができます。しかし、国民の反対世論もあって自民党は抵抗を余儀なくされています。そして、国民の世論がさらに盛り上がれば簡単に押し通すことはできません。さらに、解散総選挙も考えられる情勢です。私たちの運動が日本の将来を決めるという気概を持って、総選挙になった場合でも労働者・国民要求の実現のために奮闘します。その際は、組合員の政治的自由を保障しながら政治学習にも取り組みます。10月は岡山知事選挙があります。今から地方組織の体制を固め、財政的な裏づけや政策づくりを「民主県政をつくるみんなの会」に結集して活動します。
　
４．春闘課題と結合した組織強化・拡大を
（1） 労働組合の原点に立った要求実現の取り組み

①政党からの独立②一致する要求の前進③資本からの独立を堅持して、使用者の支払い能力論に陥らない春闘を広範な民主勢力と共に闘います。春闘は使用者だけが相手ではありません。政治的にも制度的にも守備範囲広く闘う必要があります。

（２）組織拡大月間（3月～5月）の設定で集中した拡大運動を

組織拡大月間を意識した活動を春闘の課題と結びつけて取り組みます。非組合員を春闘の闘いに巻き込み、要求実現のために行動する職場の環境をつくる必要があります。共済制度の活用や職場のミニ学習に非組合員を誘いあう仲間作りを意識します。
毎月の組織拡大人数を掌握して、仲間作りを追求する行動を具体化します。その為の拡大の成果を具体的に掴み広げることや組織拡大が困難な産別への支援を行います。一斉拡大月間など集中的な拡大行動を計画します。

地域労連の立ち上げや連携強化についての懇談をはじめます。

（３）6月2日～3日の第20回非正規ではたらく仲間の全国交流集会に向けて、非正規労働者の組織化を意識した取り組みを具体化します。学習協との連携で、「友」の読者拡大を視野に、読書会の継続や労働学校、勤労者通信大学の受講生を増やす取り組みを強化します。

10月6日～8日（倉敷芸文館）、労働者教育協会主催の全国学習交流集会が岡山で開催されます。青年労働者を組織して、岡山の未来を展望する交流の場として成功させることが重要です。

（４）春闘スローガン（すべての労働者の賃上げ・雇用確保）にふさわしい地域活動へ

スローガンを「良質な雇用と社会保障の確立、賃上げによるに内需中心の経済社会、震災復興と原発ゼロの安心社会の実現を」として取り組みます。税と社会保障の一体改悪を止めさせるために国民世論で包囲する運動を組織します。ディーセントワークの運動では雇用の安定を訴え、原発稼働やTPP参加を阻止する運動を強化します。こうした運動に職場ぐるみで取り組みます。声を掛け合い、励ましながら政治を変え、働き方を変える春闘にします。
（５）労働相談体制の強化と組織化の取り組み

　労働相談件数は減少傾向にありますが、1年間の集約では依然として500件を超えています。働く先がない中で一人一人の相談内容は深刻になっており、相談体制の強化と併せて1人でも多くの労働者を助けられるよう援助します。

　全労医連中国ブロックは5月19日～20日に総会を開き、労働相談員の研修会を行います。多面的な相談に応えることのできる相談員の育成に努めます。
（６）労災職業病・過労死を出さない運動を強化します

　県過労死センターは2011年12月17日に総会を開きました。困難事例を解決したセンターの役割と同時に、この活動に参加する団体や組合の活動を強化する必要があります。倉敷でメンタルヘルスの学習会を開くなどの活動も広がっています。全国的にも貴重な運動を医師や弁護士と共同して発展させる必要があります。2012年6月9日～10日第4回いのちと健康を守る中国ブロック集会が愛媛県で開かれます。集会成功のために貢献します。
　過労死を失くすための運動として取り組みが始まった「過労死防止基本法の制定を求める請願署名」を広げるために街頭宣伝を強化します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上。
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